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県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第31号 

県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則の一部を改正する規則 

県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年新潟県規則第87号）の一部を次の表のよう

に改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

（一般競争入札の公告） 

第５条 特例政令第６条又は第10条第５項に規定す

る公告は、一般競争入札の入札期日の前日から起

算して少なくとも40日前に、県報によりしなけれ

ばならない。ただし、急を要する場合においては、

その期間を10日までに短縮することができる。 

 

 

 

 

 

２～５ （略） 

 

（指名競争入札の公示等） 

第６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 特例政令第７条第２項又は第10条第７項の規定

による通知は、指名競争入札の入札期日の前日か

ら起算して少なくとも40日前にしなければならな

い。ただし、急を要する場合においては、その期

間を10日までに短縮することができる。 

 

 

 

 

 

５ （略） 

（一般競争入札の公告） 

第５条 特例政令第６条又は第10条第５項に規定す

る公告は、一般競争入札の入札期日の前日から起

算して少なくとも40日前（一連の調達契約のうち

最初の契約以外の契約に係る一般競争入札につい

ては、24日前（最初の契約に係る公告において最

初の契約以外の契約に係る公告を少なくとも24日

前に行う旨の規定をした場合に限る｡))に、県報

によりしなければならない。ただし、急を要する

場合においては、その期間を10日までに短縮する

ことができる。 

２～５ （略） 

 

（指名競争入札の公示等） 

第６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 特例政令第７条第２項又は第10条第７項の規定

による通知は、指名競争入札の入札期日の前日か

ら起算して少なくとも40日前（一連の調達契約の

うち最初の契約以外の契約に係る指名競争入札に

ついては、24日前（最初の契約に係る公示におい

て最初の契約以外の契約に係る公示を少なくとも

24日前に行う旨の規定をした場合に限る｡))にし

なければならない。ただし、急を要する場合にお

いては、その期間を10日までに短縮することがで

きる。 

５ （略） 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

告   示 

◎新潟県告示第546号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項の規定により、次のとおり新潟県立万代島美術館の観覧

料の徴収事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 委託した事務 

 「さくらももこ展」前売観覧券の観覧料の徴収に関する事務 

２ 前売観覧券販売期間 

  令和７年５月16日から令和７年６月８日まで 
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３ 前売観覧券の販売場所及び委託を受けた者 

販売場所 委託を受けた者 

新潟市秋葉区蒲ヶ沢109番地１ 

新潟市新津美術館 

新潟市中央区紫竹山２丁目５番40号 

株式会社ＮＫＳコーポレーション新潟支店 

支店長 中野 幸広 

４ 委託期間 

令和７年５月16日から令和７年７月20日まで 

 

◎新潟県告示第547号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項の規定により、次のとおり新潟県立万代島美術館の観覧

料の徴収事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 委託した事務 

 「さくらももこ展」前売観覧券の観覧料の徴収に関する事務 

２ 前売観覧券販売期間 

  令和７年５月16日から令和７年７月11日まで 

３ 前売観覧券の販売場所及び委託を受けた者 

販売場所 委託を受けた者 

新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県庁内 

新潟県職員生活協同組合 

新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県職員生活協同組合 

理事長職務代理者 

専務理事 高山 秀靖 

新潟市中央区八千代２丁目１番２号 

万代シテイビルボードプレイス 

新潟市中央区万代１丁目６番１号 

新潟交通株式会社 

代表取締役 星野 佳人 

新潟市中央区寄居町915番地 

ナガイ画材 

新潟市中央区寄居町915番地 

有限会社ナガイ画材 

代表取締役 永井 辰典 

新潟市西区五十嵐二の町8050 

新潟大学生活協同組合購買部 

新潟市西区五十嵐二の町8050 

新潟大学生活協同組合 

専務理事 高橋 伸嘉 

新潟市中央区万代島５番１号 万代島ビル２階 

情報工房DOC朱鷺メッセ店 

新潟市中央区和合町２丁目４番18号 

株式会社ＤＩＰalette  

代表取締役 遠山 亮 

新潟市中央区万代島５番１号 万代島ビル２階 

エブリーワン 

新潟市中央区万代島５番１号 万代島ビル２階 

株式会社ワイエムビー  

代表取締役 志水 謙一 

新潟市中央区東中通１番町86－51 

新潟東中通ビル５階 

公益財団法人新潟市勤労者福祉サービスセンター 

新潟市中央区東中通１番町86－51 

新潟東中通ビル５階 

公益財団法人新潟市勤労者福祉サービスセンター 

理事長 鈴木 浩行 

新潟市中央区八千代２丁目１番１号 

シネ・ウインド 

新潟市中央区八千代２丁目１番１号 

有限会社新潟市民映画館 

代表取締役 齋籐 正行 

新潟市中央区万代３丁目１番１号  

メディアシップ１階 

インフォメーションセンター えん  

新潟市中央区万代３丁目１番１号 

株式会社新潟日報社 

代表取締役 佐藤 明 
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新発田市中央町４丁目10番10号 

新発田商工会議所３階  

公益財団法人新発田市勤労者福祉サービスセンター 

新発田市中央町４丁目10番10号 

新発田商工会議所３階  

公益財団法人新発田市勤労者福祉サービスセンター 

代表理事 廣岡 信行 

長岡市今朝白１丁目10番12号 

公益財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンター 

長岡市今朝白１丁目10番12号 

公益財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンター 

理事長 高橋 譲 

十日町市本町六の１丁目71番地26 

一般財団法人十日町地域地場産業振興センター 

十日町市本町六の１丁目71番地26 

一般財団法人十日町地域地場産業振興センター 

理事長 関口 芳史 

新潟市中央区川岸町３丁目18番地 

株式会社新潟放送 

新潟市中央区川岸町３丁目18番地 

株式会社新潟放送 

代表取締役社長 島田 好久 

アソビュー株式会社のウェブサイト 

東京都品川区大崎１丁目11－２ 

ゲートシティ大崎イーストタワー８階 

アソビュー株式会社 

代表取締役 山野 智久 

４ 委託期間 

令和７年５月16日から令和７年８月20日まで 

 

◎新潟県告示第548号 

農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第７条第１項の規定により、新潟市に係る中央区農

業振興地域（令和４年新潟県告示第1162号）及び秋葉区農業振興地域（令和４年新潟県告示第1162号）の区域を

次のとおり変更する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 変更した地域の名称 

(1) 中央区農業振興地域 

(2) 秋葉区農業振興地域 

２ 区域 

(1) 新潟市中央区のうち、次の図面（農業振興地域の整備に関する法律施行規則（昭和44年農林省令第45号）

第２条第３号の平面図、以下同様）の青色の枠線で囲まれた区域 

（図面省略） 

図面は、新潟県農林水産部地域農政推進課及び新潟地域振興局農林振興部で縦覧する。 

(2) 新潟市秋葉区のうち、次の図面（農業振興地域の整備に関する法律施行規則（昭和44年農林省令第45号）

第２条第３号の平面図、以下同様）の青色の枠線で囲まれた区域 

（図面省略） 

図面は、新潟県農林水産部地域農政推進課及び新潟地域振興局農林振興部で縦覧する。 

３ 変更年月日 

令和７年５月13日 

 

◎新潟県告示第549号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、新潟市の西蒲原土地改良区の定款の変更を令

和７年４月30日認可した。 

令和７年５月13日 

新潟県新潟地域振興局長 

 

◎新潟県告示第550号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第18項の規定により、三条市の下田土地改良区から次のとおり役員

が就任及び退任した旨の届出があった。 
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令和７年５月13日 

新潟県三条地域振興局長 

１ 就任 

 理事 三条市森町1528番地          斎藤 幸男 

（理事長） 

  〃   〃 笹岡1826番地４        熊倉 隆雄 

  〃   〃 笹巻甲157番地１       石月 正則 

  〃   〃 原315番地７           熊倉 陽市 

  〃   〃 広手457番地          土田 昭博 

  〃   〃 下大浦1276番地        飯塚 聡 

  〃   〃 牛野尾661番地        藤﨑 豊 

  〃   〃 栗山217番地      藤田 清之 

  〃   〃 北五百川3500番地      若林 雅弘 

〃     〃 江口134番地           大竹 幸喜 

〃     〃 飯田1633番地２        小栁 育男 

〃     〃 新屋273番地１         木村 正 

監事  〃 駒込924番地           山谷 浩一 

〃   〃 北五百川3136番地      佐野 稔 

〃   〃 鹿峠700番地１         田村 桂一 

〃   〃 荻堀1362番地３        小林 篤 

就任年月日 令和７年４月７日 

２ 退任 

 理事 三条市森町1528番地          斎藤 幸男 

（理事長） 

 〃   〃 笹岡1826番地４        熊倉 隆雄 

  〃   〃 笹巻甲157番地１       石月 正則 

  〃   〃 原1277番地            木口 武則 

  〃   〃 広手457番地          土田 昭博 

  〃   〃 下大浦1276番地        飯塚 聡 

  〃   〃 早水507番地           坂井 利彦 

  〃   〃 名下668番地           坂井 浩行 

  〃   〃  長野844番地           大竹 進一 

〃     〃 江口134番地           大竹 幸喜 

〃     〃 飯田1633番地２        小栁 育男 

〃    〃 新屋273番地１         木村 正 

 監事  〃 荻堀1151番地５        堀江 榮作 

〃   〃 北五百川3136番地      佐野 稔 

〃   〃 鹿峠700番地１         田村 桂一 

〃   〃 荻堀1362番地３        小林 篤 

退任年月日 令和７年４月６日 

 

◎新潟県告示第551号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の規定により計画を定めて実施した、次の県営土地改良事業の工事

が完了した。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

地区名 事業名 市町村名 完了年月日 

本条 区画整理（経営体育成基盤整備「面的集積型｣)事業 柏崎市 令和７年３月19日 

 

◎新潟県告示第552号 
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国土利用計画法（昭和49年法律第92号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により定めた新潟県土地利用計

画（平成29年３月新潟県告示第387号）を次のとおり変更する。 

なお、変更後の土地利用基本計画図は、新潟県土木部用地・土地利用課及び関係市町村において縦覧に供する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県土地利用基本計画図の変更 

１ 農業地域について次の区域を拡大する。 

  区域         面積（ヘクタール） 

  新潟市の一部         １ 

２ 農業地域について次の区域を縮小する。 

  区域         面積（ヘクタール） 

  新潟市の一部         22 

 

◎新潟県告示第553号 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の規定により次の区域を

急傾斜地崩壊危険区域として指定する。 

なお、関係図面は、新潟県土木部砂防課及び新潟県新潟地域振興局津川地区振興事務所において縦覧に供する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 区域の名称 

粟瀬（２）地区急傾斜地崩壊危険区域 

２ 区域の表示 

 次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から16号までを順次結んだ線及び標柱16号と１号を結んだ線に囲ま

れた区域 

 東蒲原郡阿賀町三方道上 

  甲49番     １号 

 東蒲原郡阿賀町三宝分テロフ 

  甲497番    ２号及び３号 

  甲492番    ４号 

  甲465番    ５号 

  甲462番    ６号 

  甲443番    ７号 

  甲431番    ８号 

 東蒲原郡阿賀町三宝分粟瀬 

  甲56番     ９号 

  甲71番     10号 

 東蒲原郡阿賀町三宝分若宮道上 

  甲425番    11号 

  甲409番１    12号 

  甲407番１    13号 

  甲402番    14号 

  甲384番    15号 

 東蒲原郡阿賀町三方和泉 

  甲134番１    16号 

 

◎新潟県告示第554号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により、都市計画

の図書の写しを次のとおり縦覧に供する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 変更に係わる都市計画の種類及び名称 
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 種類 胎内都市計画汚物処理場 

 名称 １号 下越清掃センター組合汚泥再生処理センター 

２ 縦覧の場所 

 新潟県土木部都市局都市政策課 

 

◎新潟県告示第555号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第48条第15項の規定により、同条第13項ただし書きの規定による許可をす

ることについて、次のとおり公開による意見の聴取を行う。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 日時 

 令和７年５月23日（金）午前10時00分から 

２ 場所 

  燕市中央公民館 ３階 小ホール 

燕市水道町１－３－28 

３ 意見の聴取の事由 

下記４による建築は、当該地域においては原則として禁止しているが、工業の利便を害するおそれがないか、

又は公益上やむを得ないかどうかについて利害関係者の意見を聴くため。 

４ 建築計画の概要 

(1) 申請者の住所及び名称 

燕市小池5143番地 

株式会社青芳 代表取締役 青柳修次 

(2) 申請地 

燕市小池字上通4852番５の内、4852番６ 

(3) 主要用途 

事務所一部飲食店 

(4) 構造・規模 

鉄骨造 地上２階 

建築面積 307.78平方メートル 

延べ面積 525.92平方メートル 

 

公   告 

予算の公表について（公告） 

令和７年３月31日専決処分をした令和６年度新潟県一般会計補正予算、災害救助事業特別会計補正予算の要領

は、次のとおりである。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を
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次のとおり公表する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 MEGAドン・キホーテ柏崎店 

所在地 柏崎市東長浜町字東江149 外 

設置者 株式会社長崎屋 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者の

氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名）に関する届出 

公告日 令和６年12月24日 

３ 意見の概要 

(1) 柏崎市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和７年５月13日から令和７年６月13日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 ひらせいホームセンター村上店 

所在地 村上市村上牛沢21 

設置者 株式会社高建 他１者 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者の

氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名）に関する届出 

公告日 令和６年12月27日 

３ 意見の概要 

(1) 村上市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

５ 縦覧期間 

令和７年５月13日から令和７年６月13日まで 

 

特定調達契約の落札者等について（公告） 

特定調達契約について落札者を決定したので、県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年新潟県規則第87号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

令和７年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 落札件名及び数量 

(1) 男性警察官用夏服上衣長袖        817着 
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     〃 夏服上衣半袖       778着 

(2) 男性警察官用夏服ズボン      547本 

(3) 女性警察官用夏服上衣長袖     222着 

       〃 夏服上衣半袖     112着 

       〃 夏服ベスト       70着 

       〃 夏服ズボン      208本 

(4) 男性警察官用夏帽子         86個 

   警察官用夏活動帽子        314個 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

    新潟県出納局会計検査課 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

３ 落札決定日 

    令和７年３月13日 

４ 落札者の氏名及び住所 

(1) 上記１(1)及び(3)､(4)について 

   小池被服株式会社 

   新潟県新潟市西区平島２丁目８番地６ 

(2) 上記１(2)について 

     株式会社堀口繊維工業 

   新潟県新潟市西区寺尾２番29号 

５ 落札価格 

(1) 上記１(1)について 

   20,065,540円 

(2) 上記１(2)について 

   7,250,485円 

(3) 上記１(3)について 

   7,845,200円 

  (4) 上記１(4)について 

   2,332,880円 

６ 契約決定方式 

 一般競争入札 

７ 落札方式 

  最低価格 

８ 入札公告日 

  令和７年１月17日 

 

病院局告示 

◎新潟県病院局告示第３号 

新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号）第９条の２の規定により、次のとおり指定納

付受託者を指定した。 

令和７年５月13日 

新潟県病院事業管理者 金井 健一 

１ 指定した事務 

   新潟県立妙高病院、新潟県立中央病院、新潟県立柿崎病院、新潟県立十日町病院、新潟県立精神医療センタ

ー、新潟県立津川病院、新潟県立がんセンター新潟病院、新潟県立新発田病院及び新潟県立坂町病院において、

納入義務者の委託を受けて診療費等の収入を納付する事務 

２ 指定納付受託者の住所及び名称 

(1) 東京都文京区本郷３丁目33番５号 

三菱ＵＦＪニコス株式会社 



第37号 新  潟  県  報 令和７年５月13日(火) 

25 

(2) 東京都港区南青山５丁目１番22号  

株式会社ジェーシービー 

３ 指定期間 

    令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 

 

◎新潟県病院局告示第４号 

新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号）第44条の２の規定により、公金の収納に関す

る事務を次のとおり委託した。 

令和７年５月13日 

新潟県病院事業管理者 金井 健一 

１ 委託した事務 

(1) 新潟県立がんセンター新潟病院における外来駐車場の利用料金収納事務 

  (2) 新潟県立新発田病院における外来駐車場の利用料金収納事務 

  (3) 新潟県立妙高病院、新潟県立中央病院、新潟県立十日町病院、旧新潟県立六日町病院、旧新潟県立小出病

院、新潟県立加茂病院、新潟県立吉田病院、新潟県立がんセンター新潟病院、新潟県立新発田病院、新潟県

立坂町病院及び旧新潟県立リウマチセンターにおける診療費等の収納事務 

２ 受託者の住所及び名称 

(1) 新潟市中央区下所島２丁目８番14号 

株式会社ＹＡＲＵＳＨＩＫＡ 

(2) 新潟市中央区紫竹山２丁目５番40号 

      株式会社ＮＫＳコーポレーション新潟支店 

(3) ア 東京都千代田区二番町８番地８ 

        株式会社セブン－イレブン・ジャパン 

   イ 東京都品川区大崎一丁目11番２号 

        株式会社ローソン 

ウ  東京都港区芝浦三丁目１番21号 

        株式会社ファミリーマート 

エ 東京都千代田区岩本町三丁目10番１号 

        山崎製パン株式会社 

オ  千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１ 

        ミニストップ株式会社 

カ  広島県広島市安佐北区安佐町大字久地665番地の１ 

        株式会社ポプラ 

キ  北海道札幌市中央区南９条西５丁目421番地 

  株式会社セイコーマート 

ク  東京都港区港南一丁目８番27号 

  株式会社しんきん情報サービス 

ケ  東京都中央区日本橋本石町四丁目６番７号 

        地銀ネットワークサービス株式会社 

３ 委託期間 

令和７年４月１日から令和８年３月31日まで  

 

◎新潟県病院局告示第５号 

新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号）第44条の２の規定により、公金の収納に関す

る事務を次のとおり委託した。 

令和７年５月13日 

新潟県病院事業管理者 金井 健一 

１ 委託した事務 

  新潟県立病院における診療費等未収金収納事務 

２ 受託者の住所及び名称 

  東京都中央区日本橋３丁目９－１ 日本橋三丁目スクエア12階 
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   弁護士法人ライズ綜合法律事務所 

３ 委託期間 

 令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 

 

◎新潟県病院局告示第６号 

新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号）第44条の２の規定により、公金の収納に関す

る事務を次のとおり委託した。 

令和７年５月13日 

新潟県病院事業管理者 金井 健一 

１ 委託した事務 

(1) 新潟県立吉田病院における診療費等未収金収納事務 

(2) 新潟県立加茂病院における診療費等未収金収納事務 

２ 受託者の住所及び名称 

(1) 新潟県新潟市北区木崎761番地 

     医療法人愛広会 

(1) 新潟県長岡市深沢町2300番地 

    社会医療法人崇徳会 

３ 委託期間 

(1) 令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 

(2) 令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、診断用X線撮影装置の購入について、次のと

おり一般競争入札を行う。 

令和７年５月13日 

新潟県立中央病院長 田部 浩行 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  診断用X線撮影装置 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和７年10月31日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第２条の規定に基づき定める暴力団、暴力団員又は

これらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 
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(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 内線2323 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和７年５月19日（月）午後５時15分 

４ 入開札の日時及び場所 

 令和７年５月23日（金）午前10時00分 

 新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書を

作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 

 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

当該調達に関し、苦情申し立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(10) その他 

  詳細は入札説明書による。 

 

公安委員会告示 

◎新潟県公安委員会告示第57号 

警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」という｡)第22条第２項第１号に規定する警備員指導教育責任者講

習（新規取得講習）を次のとおり実施する。 

令和７年５月13日 

新潟県公安委員会 

   委員長  斎 藤  良 人 
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１ 講習に係る警備業務の区分 

法第２条第１項第２号に規定する警備業務（以下「２号警備業務」という｡) 

２ 実施期間及び実施場所 

(1) 実施期間 

   令和７年６月18日（水）から同月25日（水）までの６日間（日曜日及び土曜日を除く｡)の午前９時から午

後５時まで 

(2) 実施場所 

  新潟県新潟市中央区新光町10番地２ 

  技術士センタービルⅠ 

３ 受講定員 

  40人 

４ 受講対象者 

  次のいずれかに該当する者を対象として実施する。 

(1) 最近５年間に２号警備業務に従事した期間が通算して３年以上である者 

(2) 警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号。以下「検定規則」という｡)第４条

に規定する１級の検定（２号警備業務に係るものに限る。以下「１級検定」という｡)に係る法第23条第４項

の合格証明書（以下「合格証明書」という｡)の交付を受けている者 

(3) 検定規則第４条に規定する２級の検定（２号警備業務に係るものに限る。以下「２級検定」という｡)に係

る合格証明書の交付を受けている警備員であって、当該合格証明書の交付を受けた後、継続して１年以上２

号警備業務に従事しているもの 

(4) 検定規則附則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に関する規則（昭和61年国家公安委員会規則第

５号。以下「旧検定規則」という｡)第１条第２項に規定する１級の検定（２号警備業務に係るものに限る。

以下「旧１級検定」という｡)に合格した者 

(5) 旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（２号警備業務に係るものに限る。以下「旧２級検定」と

いう｡)に合格した警備員であって、当該旧２級検定に合格した後、継続して１年以上２号警備業務に従事し

ているもの 

５ 受講申込手続 

(1) 事前申込み 

  本講習を受講しようとする者は、受講申込書を提出する前に、次により申し込むこと。 

ア 受付期間 

  令和７年６月４日（水）及び同月５日（木）の各日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時ま

でを除く｡) 

イ 申込方法 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課許認可管理センターの受付専用電話 

  電話番号  025－283－8880 

 に申し込むこと。 

ウ 留意事項 

(ｱ) 上記受付専用電話以外での申込みは、受け付けない。 

(ｲ) 定員になり次第、受付を締め切る。 

(ｳ) １件の電話での申込みは、１人とする。 

(2) 受講申込書の提出等 

ア 受講申込書の提出 

(1)により、事前申込みを受理された者は、受講申込書（提出前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分

身、無背景、縦３センチメートル、横2.4センチメートル、裏面に氏名及び撮影年月日を記入した顔写真を

貼付したもの）１通に必要事項を記入し、４に掲げる受講対象者であることを証明する次の関係書類を添

えて提出すること。 

(ｱ) ４(1)に該当する者 

  ２号警備業務に従事した期間を証明する警備業者等の作成に係る書類（以下「警備業務従事証明書」

という｡)及び履歴書 

(ｲ) ４(2)に該当する者 

  １級検定に係る合格証明書の写し 
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(ｳ) ４(3)に該当する者 

  ２級検定に係る合格証明書の写し及び警備業務従事証明書 

(ｴ) ４(4)に該当する者 

  旧１級検定に係る旧検定規則第８条に規定する合格証の写し 

(ｵ) ４(5)に該当する者 

  旧２級検定に係る旧検定規則第８条に規定する合格証の写し及び警備業務従事証明書 

イ 提出期間 

  令和７年６月11日（水）及び同月12日（木）の各日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時ま

でを除く｡) 

ウ 提出先 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課許認可管理センター 

エ 提出方法 

  受講者本人が持参するものとし、代理人、郵送等による提出は、認めない。 

(3) 受講手数料 

 ア 金額 

   38,000円 

 イ 納付方法 

キャッシュレス決済又は現金決済により、受講申込書提出時に納付すること。 

なお、納付された受講手数料は、還付しない。 

６ 講習の委託 

  本講習は、一般社団法人新潟県警備業協会に委託して実施する。 

７ 本講習に関する問合せ先 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課許認可管理センター 

  電話番号  025－285－0110（代表） 

 

◎新潟県公安委員会告示第58号 

警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」という｡)第22条第２項第１号に規定する警備員指導教育責任者講

習（追加取得講習）を次のとおり実施する。 

令和７年５月13日 

新潟県公安委員会 

   委員長  斎 藤  良 人 

１ 講習に係る警備業務の区分 

  法第２条第１項第２号に規定する警備業務（以下「２号警備業務」という｡) 

２ 実施期間及び実施場所 

(1) 実施期間 

  令和７年６月23日（月）から同月25日（水）までの３日間の午前９時から午後５時まで（初日にあっては、 

午後１時から午後５時まで）  

(2) 実施場所 

  新潟県新潟市中央区新光町10番地２ 

  技術士センタービルⅠ 

３ 受講定員 

  20人 

４ 受講対象者 

  受講申込みを行う日において、２号警備業務以外の警備業務の区分に係る法第22条第２項に規定する警備員

指導教育責任者資格者証（以下「資格者証」という｡)又は警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係

る講習等に関する規則（昭和58年国家公安委員会規則第２号）第７条に規定する警備員指導教育責任者講習修

了証明書（以下「修了証明書」という｡)の交付を受けている者であって、次のいずれかに該当するものを対象

として実施する。 

(1) 最近５年間に２号警備業務に従事した期間が通算して３年以上である者 

(2) 警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号。以下「検定規則」という｡)第４条
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に規定する１級の検定（２号警備業務に係るものに限る。以下「１級検定」という｡)に係る法第23条第４項

の合格証明書（以下「合格証明書」という｡)の交付を受けている者 

(3) 検定規則第４条に規定する２級の検定（２号警備業務に係るものに限る。以下「２級検定」という｡)に係

る合格証明書の交付を受けている警備員であって、当該合格証明書の交付を受けた後、継続して１年以上２

号警備業務に従事しているもの 

(4) 検定規則附則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に関する規則（昭和61年国家公安委員会規則第

５号。以下「旧検定規則」という｡)第１条第２項に規定する１級の検定（２号警備業務に係るものに限る。

以下「旧１級検定」という｡)に合格した者 

(5) 旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（２号警備業務に係るものに限る。以下「旧２級検定」と

いう｡)に合格した警備員であって、当該旧２級検定に合格した後、継続して１年以上２号警備業務に従事し

ているもの 

５ 受講申込手続 

(1) 事前申込み 

  本講習を受講しようとする者は、受講申込書を提出する前に、次により申し込むこと。 

ア 受付期間 

  令和７年６月９日（月）及び同月10日（火）の各日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時ま

でを除く｡) 

イ 申込方法 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課許認可管理センターの受付専用電話 

  電話番号  025－283－8880 

 に申し込むこと。 

ウ 留意事項 

(ｱ) 上記受付専用電話以外での申込みは、受け付けない。 

(ｲ) 定員になり次第、受付を締め切る。 

(ｳ) １件の電話での申込みは、１人とする。 

(2) 受講申込書の提出等 

ア 受講申込書の提出 

  (1)により、事前申込みを受理された者は、受講申込書（提出前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分

身、無背景、縦３センチメートル、横2.4センチメートル、裏面に氏名及び撮影年月日を記入した顔写真を

貼付したもの）１通に必要事項を記入し、４に掲げる受講対象者であることを証明する次の関係書類を添

えて提出すること。 

(ｱ) 資格者証又は修了証明書の写し 

(ｲ) ４(1)に該当する者 

  ２号警備業務に従事した期間を証明する警備業者等の作成に係る書類（以下「警備業務従事証明書」

という｡)及び履歴書 

(ｳ) ４(2)に該当する者 

  １級検定に係る合格証明書の写し 

(ｴ) ４(3)に該当する者 

  ２級検定に係る合格証明書の写し及び警備業務従事証明書 

(ｵ) ４(4)に該当する者 

  旧１級検定に係る旧検定規則第８条に規定する合格証の写し 

(ｶ) ４(5)に該当する者 

  旧２級検定に係る旧検定規則第８条に規定する合格証の写し及び警備業務従事証明書 

イ 提出期間 

  令和７年６月16日（月）及び同月17日（火）の各日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時ま

でを除く｡) 

ウ 提出先 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課許認可管理センター 

エ 提出方法 

  受講者本人が持参するものとし、代理人、郵送等による提出は、認めない。 
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(3) 受講手数料 

 ア 金額 

   14,000円 

 イ 納付方法 

   キャッシュレス決済又は現金決済により、受講申込書提出時に納付すること。 

   なお、納付された受講手数料は、還付しない。 

６ 講習の委託 

  本講習は、一般社団法人新潟県警備業協会に委託して実施する。 

７ 本講習に関する問合せ先 

  新潟県警察本部生活安全部生活安全企画課許認可管理センター 

  電話番号  025－285－0110（代表） 
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